
様式第１号

年月日

公益財団法人静岡県産業振興財団

理事長氏名様

申請者住所（郵便番号・本社所在地）

申請者氏名（名称及び代表者の氏名）

連絡担当者（職名及び氏名）

電話番号

ＦＡＸ

Ｅ－ｍａｉｌ

印

静岡新産業集積クラスターコンソーシアム事業化推進助成事業計画書

静岡新産業集積クラスターコンソーシアム事業化推進助成金の交付を受けたいので、下記の書類を

添えて提出します。

記

助成事業計画書（別紙１）

助成事業内容説明書（別紙２）

コンソーシアム概要書（別紙３）

収支予算書（別紙４）

構成員全ての会社案内、定款、決算書（直近３期分）及び決算付属明細書（直近３期分）等を別

に添付
１
２
３
４
５

(注）用紙はＡ４を使用してください。（縦置き）



(様式第１号別紙１）

助成事業計画書（総括表）
※下記内容は、本文書１枚以内にまとめること

事業化テーマ

事業計画額（消費税を除く）

全体計画（単位：千円）

初年度目 2年度目 総額

(以下の項目について簡潔に記載すること）

･事業化を行う背景・目的

･事業化にあたり活用する研究開発成果等

･事業化計画の概要（製品名、製品の概要、用途・特徴）

･事業化にあたっての課題と解決方法

･地域経済への波及効果等

コンソーシアムメンバーと役割分担（別途A4用紙１枚で推進体制・役割分担のイメージ図を添付）

区分 機関名・氏名 所在地(本社と県内轍業所力畷なる鳴合１t併記）・住所 中'1、

管理法人

総括事業代表者

事業実施者

コーディネータ



(様式第１号別紙２－２）

助成事業内容説明

【事業化にあたり活用する研究開発成果等】
※記入欄拡大可。但し、別紙記載不可。

書

研究開発成果

当該成果の活用による事業化への期待



(様式第１号別紙２－３）

助成事業内容説明書
※記入欄拡大可。但し、別紙記載不可。

【事業化計画の概要】

製品名

ターゲットとする市場 (用途・特徴・競合製品との差別化要素など）

当該製品分野における予想市場規模及び売上高、シェア

市場規模百万円程度

製品化後の経過年数 1年目 ２年目 3年目 ４年目 5年目

販売数量

単価（円）

売上高（千円）

事業化推進体制（仕入れ・製造（外注）・販売、ユーザーの関係図）

今後５年間の事業化計画

※→によりスケジュールを記載すること

補助事業開始後 1年目 ２年目 ３年目 ４年目 ５年目

試作

市場調査

追加研究

設備投資

生産

販売



(様式第１号別紙２－４）

助成事業内容説明書
※記入欄拡大可。但し、別紙記載不可。

【事業化にあたっての課題と解決方法】

項目 課題 解決方法 実施機関

１

２

３

タイムスケジュール（-により記載）

項
目

月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月

１

２

３



(様式第１号別紙２－５）

助成事業内容説明書
※記入欄拡大可。但し、別紙記載不可。

【地域経済への波及効果等】

地域への貢献

(市場創出効果・経済波及効果・履用創出効果等について記載すること）

事業実施者の地域的連携

県内クラスター推進機関等との迎挑



(様式第１号別紙３－１）

書コンソーシアム慨要
※下記内容は、本文書１枚以内にまとめること

アドバイザー（任意）

※コンソーシアムの連携体制・役割分担を添付すること。

【コンソーシアム構成員】

機関名 住所 所属部署・役職・担当者氏名・連絡先

所属部署：

役職：

担当者氏名：

電話番号：

ｆａｘ：

Ｅ－ＭＡＩＬ：

実施機関名(契約単位

で記載すること）

所在地(本社と事業実施場所が

異なる場合は併記すること）

所属部署・役職

担当者氏名・連絡先

中小

企業

所属部署：

役職：

担当者氏名：

電話番号：

ｆａｘ８

Ｅ－ＭＡＩＬ：

所属部署：

役職：

担当者氏名：

電話番号：

ｆａｘ：

Ｅ－ＭＡＩＬ：

所属部署：

役職；

担当者氏名：

電話番号：

ｆａｘ：

E-MAIL：

所属部署：

役職：

担当者氏名：

電話番号：

ｆａｘ：

E-MAIL8



(様式第１号別紙３－２）

シアム慨要書
但し、別紙記載不可。

コンソー

※記入欄拡大可。

【総括事業代表者経歴書】

氏名
生年月日

(年齢）

年月日

（歳）

所属・役職名

最終学歴

[授与機関］［学位］（博士・修士・学士・なし）一○を付す

[取得年］［専攻］

略歴

(民間企業等で行った産学(官)連携事業プロジェクトでの経歴や国のコンソーシアム型事業の代表者

実績があれば、それも記載すること）

その他事業化に関する実績



(様式第１号別紙３－３）

コンソーシアム慨要書
※下記内容は、本文書１枚以内にまとめること

【管理法人の概要】

法人名 設立年月日 年月日

所在地
基本財産

又は資本金

役員数 人 従業員数 人 所管官庁名

事業担当部署及び担当人員

プロジェクトの管理体制

事業管理者
職氏名

経歴

経理担当者
職氏名

経歴

財務状況(直近３期分の実績）

(単位：百万円）

※ベンチャー企業等３期分の決算が存在しない場合は、存在する年度について記載すること。

／ ／ ／

売上高

(当期収入合計額）

経常利益

(蝋i1入台總一当鰔１１１制勵

当期利益

減価償却費

繰越利益

(次期繰越収支差額）

研究開発費



(様式第１号別紙３－４）

コンソーシアム慨要
※下記内容は、本文書１枚以内にまとめること

【事業実施者の概要（事業実施者１者ずつ作成）】

書

名称 設立年月日 年月日

所在地
基本財産

又は資本金

役員数 人 従業員数 人 所管官庁名

事業担当部署及び担当人員

プロジェクトの管理体制

事業管理者
職氏名

経歴

経理担当者
職氏名

経歴

財務状況(直近３期分の実績）

(単位：百万円）

※ベンチャー企業等３期分の決算が存在しない場合は、存在する年度について記載すること。

／ ／ ／

売上高

(当期収入合計額）

経常利益

|当椥入合纈-当鰄船纈１

当期利益

減価償却費

繰越利益

(次期繰越収支差額）

研究開発費



(様式第１号 １）別紙４

支収 予算

支出

書

(1)総括収支予算表

収入

皮出F予算Pk駅(2)科目Ｂ

①謝金

②旅費

科目 金額 摘要

産業財団助成金

自己資金

借入金

その他

合計

科目 金額 適要

謝金

旅費

原材料費

機械装圃賊入等経費

直接人件費

産業財産椀等の導入経費

外注加工費

栂築物鯛入等経費

委託賢

その他

合計

項目 仕様 数量 単価(円） 金額(円） 備考

計

項目 仕様 数量 単価(円） 金額(円） 備考

計



③原材料費

④機械装置購入等経費

⑤直接人件費

⑥産業財産権等の導入経費

⑦外注加工費

項目 仕様 数量 単価(円） 金額(円） 備考

計

項目 仕様 数量 単価(円） 金額(円） 使用目的

計

項目 仕様 数量 単価(円） 金額(円） 備考

計

項目 仕様 金額(FＤ 委託先 内容

計

項目 仕様 金額(円） 外注先 内容

計



⑧構築物購入等経費

■■■■￣
■■■■■■■■

⑨委託費

⑩その他

項目 仕様 数量 単価(円） 金額(円） 使用目的

計

項目 仕様 金額(円） 委託先 内容

計

項目 仕様 金額(円） 購入先 内容

計



(様式第１号別紙４－２）

収支予算書

委託費積算明細(事業実施者1社ずつ作成）

【委託先(事業実施者)名】

(1)委託費予算表

収入 支出

(2)委託費科目Ｂ

①謝金

jkF沢

②旅費

科目 金額 摘要

受託金

科目 金額 適要

謝金

旅費

原材料費

機械装世酬入等経費

直接人件費

産業財産権等の導入経費

外注加工費

榔築物醐入等経費

委託賢

その他

合計

項目 仕様 数量 単価(円） 金額(円） 備考

計

項目 仕様 数量 単価(円） 金額(円） 備考

計



③原材料費

④機械装置購入等経費

⑤直接人件費

⑥産業財産権等の導入経費

⑦外注加工費

項目 仕様 数量 単価(円） 金額(円） 備考

計

項目 仕様 数量 単価(円） 金額(円） 使用目的

計

項目 仕様 数量 単価(円） 金額(円） 備考

計

項目 仕様 金額(円） 委託先 内容

計

項目 仕様 金額(円） 外注先 内容

計



③構築物購入等経費

■■■■
■■■■￣
■■■■■■■■

⑨委託費

⑩その他

項目 仕様 数量 単価(円） 金額(円） 使用目的

計

項目 仕様 金額(円） 委託先 内容

計

項目 仕様 金額(円） 臓入先 内容

計



【申請書記入時の注意事項】

○「※下記内容は、本文書１枚以内にまとめること｣、「※記入欄拡大可。但し、別紙記戦不可｡」

については、申諭書記入時には「削除若しくはホワイトで消す」等してください。

○下記内容は、本文書１枚以内にまとめること；枠の拡大及び別紙記戦不可を示す

○記入欄拡大可但し、別紙記載不可：記入欄拡大による複数ページ化は問題なし。別紙使用
不可


